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１．常陸那珂港の概要
（１）港の概要

常陸那珂港

常陸那珂港港湾計画平面図

３

　●立地場所：茨城県ひたちなか市、東海村（東京都心から約110km、茨城県のほぼ中央の
海岸に位置）。

　●北関東の新たな物流拠点・首都圏の電力需要に対応するエネルギー基地を担う重要港
湾として、平成１０年に供用開始。

　●現在整備中の北関東自動車道とも直結した新たな国際物流の拠点港湾として期待され
ている。

　●京浜港等の補完機能や、首都圏直下地震等により東京湾の港湾が利用できなくなった
際に、その代替機能という役割を果たす。

常陸那珂港
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（2）港の利用状況

　●常陸那珂港では、供用開始以降、年々貨物が増加しており、平成１６年には４３０万トンに達
している。

　●コンテナターミナルは平成１２年に供用しており、平成１６年にはコンテナ取扱量が
11,461TEU、内貿ＲＯＲＯ貨物取扱量が１６０万トンとなっている。
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（３）常陸那珂港の整備状況

　●東防波堤整備(3,700m)：平成２年度～平成１２年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　（全計画6,000mのうち、エネルギー港湾制度により整備した部分）

　●北防波堤整備：平成８年度～平成１３年度

●東京電力（株）の立地と東京電力（株）に必要な施設

　●発電所立地のための用地造成、発電所建設、専用岸壁

　●小口多頻度輸送のための岸壁(-9m)を整備中（複合一貫輸送ターミナル）

ｴﾈﾙｷﾞｰ港湾ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

北ふ頭地区

中央ふ頭地区 南ふ頭地区

作業基地

岸壁(-7.5m)（整備中）
（耐震強化岸壁）

岸壁(-9m)（整備中）
複合一貫輸送ﾀｰﾐﾅﾙ

外港地区

北防波堤

東防波堤

外貿ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ

内貿ﾀｰﾐﾅﾙ

東京電力の立地

東京電力の専用岸壁

常陸那珂港全景（平成１７年２月撮影）
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２．エネルギー港湾プロジェクト全体の効果の評価

　●エネルギー港湾制度とは、企業合理化促進法に基づく民間事業者からの申請を受け実施
する港湾整備で、受益を受ける民間事業者と公共の適正な負担により整備を行うもので
ある。

　●常陸那珂港には、東京電力（株）常陸那珂火力発電所が立地し、受益者負担されている。
現在の最大出力は１００万ｋｗであり、茨城県の総世帯数に匹敵する約１００万世帯の電
力を賄うことができる規模である。

　●現在、首都圏の電力を支え、産業活動と我々の生活に非常に貢献している。

波浪

防波堤

【エネルギー港湾制度のイメージ】

公共バース

静穏域確保

東京電力

常陸那珂火力

発電所

民間バース

【エネルギー港湾制度による防波堤の整備】

　企業合理化促進法に基づく企業からの

　申請により整備



７３．今回の評価対象プロジェクト　
　　　～エネルギー港湾制度により整備された防波堤～

　●東京電力の専用岸壁の静穏度確保に必要な防波堤は、東防波堤３，７００ｍ部分及び北
防波堤５００ｍである。

　●今回の費用便益分析による評価対象は、これらの防波堤が対象である。

3,700m（ｴﾈﾙｷﾞｰ港湾分）

東京電力施設への効果

1,700m（計画：2,300m）（公共分）

公共ターミナル

への効果

東防波堤　6,000m

北防波堤　500m



８
４．東防波堤(3,700m)及び北防波堤整備の効果

安全で適正な海上輸送の実現

　●東防波堤・北防波堤が整備されたことにより、港内の静穏度が十分に確保され、大型の
石炭専用船が安全かつ適正に入出港できるようになった。

　●これにより、発電に必要な石炭をオーストラリア等からダイレクトに輸入することが可能と
なり、必要とされる電力が安定的に供給されるようになった。

稼働率（静穏率）

９７．５％に　（シミュレーション）

桟橋（－１８ｍ）揚炭状況

年間約２１９万トン

の石炭輸入

（H16現在実績）

　大きな荷役障害の発生実績なし
　



９
５．東防波堤(3,700m)及び北防波堤整備の評価
～評価方法の考え方～

　●電力需要への対応から、常陸那珂港への立地は必然であったと考え、その場合の防波堤
事業の効果を試算する。

　●今回は、常陸那珂港において当該防波堤の整備が行われた場合（withｹｰｽ）、行われな
い場合（withoutｹｰｽ）に対し、次のような効果が発生するとした。

　①withoutｹｰｽでは近隣港湾を利用することになるため、トラック輸送による横持ち費用が発生すると考
え、これを便益とする。

　②withoutｹｰｽで設定した近隣港湾に必要とする水深の岸壁がない場合には、同量の貨物量を輸送す
るために輸送回数を増やすこととなり、海上輸送コストが増加すると考え、これを便益とする。

【整備効果イメージ】

30,000DWT

発電所

常陸那珂港

Withoutケース：整備なしWithoutケース：整備なし

石炭

陸上輸送

代替港
岸壁(-12m)

豪州

陸上輸送コスト削減

海上輸送コスト削減

Withケース：整備ありWithケース：整備あり

130,000DWT

桟橋(-18m)
常陸那珂港

発電所

豪州

代替港
岸壁(-12m)



１）火力発電所の事業計画と実績
　●電力需要の変化等により、当初平成１７年度に稼働予定であった２号機は、平成２２年以降稼働予
　　定となっている（平成１２年に着工済み）。

２）取扱貨物量
　●発電機１機あたり石炭２３０万トンの貨物量が見込まれているが、１号機が本格運転を開始した平
　　成１６年には、ほぼ計画通りの２１９万トンに達しており、現在建設中の２号機の稼働により貨物量は
　　倍増すると見込まれている。

３）事業費
　●事業費の合計は当初計画時は１，１８１億円であったが、実績では１．０５倍増の１，２４３億円と
　　なった。

４）費用・便益計測にあたっての計算条件　　　基準年：　平成１７年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　社会的割引率：4.0%
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　便益計測期間：平成１４年～平成６３年の５０年間

（１）費用・便益計測に当たっての前提条件

年　　次 石炭輸入取扱量（トン）

平成14年（実績値） 213,541

平成15年（　〃　） 1,562,629

平成16年（　〃　） 2,190,000

平成17年～平成22年（予定） 2,300,000

平成22年以降（　〃　） 4,600,000

発電能力

1号機：100万ｋｗ
2号機：100万ｋｗ
合計 ：200万ｋｗ

操業年次
1号機：平成15年12月
2号機：平成22年以降

施　設 数量（ｍ）
①当初計画
（億円）

②実績
（億円）

②－①
（億円）

②／① 備　　考

東防波堤 3,700 1,12５ 1,183 58 1.05

・作業基地整備費の増　３０
・消費税率引上による増　８
・作業機械管理費・数量精査・物
　
　価上昇等による増　２０

北防波堤 500 56 60 4 1.07
・数量精査・物価上昇・消費税率
　引上等による増　４

合　計 　 1,181 1,243 62 1.05 　

１０

～取扱貨物量及び防波堤整備の事業費等について～



１１

日立港

50,000DWT

10ｔ/車

桟橋(-18m)

岸壁(-19m)

岸壁(-12m)

30,000DWT

130,000DWT

小名浜港

130,000DWT

岸壁(-18m)

10ｔ/車

10ｔ/車

130,000DWT

（２）代替港の選定と便益の比較

●費用対効果分析に採用する代替港は、便益が最小となる日立港とする。

　　

代替港 対象船型 水深
常陸那珂港
との距離

-14m 78.9km

18.6km

66.2km

138.1km

-12m

-19m

-18m

陸上輸送
削減便益
（億円）

海上輸送
削減便益
（億円）

総便益
（社会的割引前）
（億円／50年）

便益の
小さい
順位

小名浜港
50,000
DWT

9,153 1,816 10,969

7,152

8,556

12,765

30,000
DWT

4,197 2,956

130,000
DWT以上

8,556 －

130,000
DWT以上

12,765 －

3

日立港 1

鹿島港 2

千葉港 4

岸壁(-14m)

常陸那珂港

鹿島港

千葉港

日立港を採用

総便益 　　　7,152億円 　　　　 　3,242億円（社会的割引後）
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（３）事業費の算出

　●東防波堤及び北防波堤の整備に要した事業費は事業期間の平成２年度～平成１３年度

の１２年間の総額で約1,244億円（社会的割引率前）である。社会的割引率（４％）を考慮
し、社会的割引後の現在価値は約1,722億円である。

（単位：億円）

　 東防波堤 北防波堤 合　計

平成２年度～平成１３年度　計 １１８３．３ ６０．４ １２４３．６

総費用 　　　1,244億円 　　　　 　1,7２２億円（社会的割引後）



１３
（４）費用対便益

　●費用便益分析よりＢ／Ｃで1.9の効果が得られた。これにより事業実施効果が
　　あったことが確認された。

○計算条件　 　　　　

基準年 平成１７年度

社会的割引率 4.0%

便益計測期間 平成１４年～平成６３年の５０年間

○算定結果　　

項　目 費用・便益 備　　考

Ｃ：総費用 防波堤整備の総費用　 　　　1,722億円 社会的割引後

防波堤整備による総便益　　3,242億円

　・陸上輸送コスト削減便益　 1,902億円
　・海上輸送コスト削減便益　 1,340億円

Ｂ：総便益 社会的割引後

　　Ｂ／Ｃ＝総便益÷総費用
　　　　　 ＝３,２４２億円÷ 1,722億円
　　　　　 ＝１．９



１４

（５）その他の効果

２）環境負荷の削減　

　●常陸那珂港周辺の地域幹線道路は国道２４５号線だけであり、ｗｉｔｈｏｕｔ時には横

　　持ち輸送が発生し交通負荷の増大が懸念されるが、本事業の実施により船舶輸

　　送のみとなることから、これら地域幹線道路の混雑緩和に寄与する。

１）地域幹線道路への交通負荷の削減　

３）公共ふ頭前面泊地の静穏性向上　

４）津波・高潮浸水被害の軽減　

　

　●上記１）より、CＯ2、NOｘ等の環境負荷削減に寄与する。

　　　ＣＯ2・・・・年間約1,759トン-Ｃ削減

　　　NOｘ・・・・年間約48トン削減

　●本事業の実施により、公共ふ頭（既存及び将来計画）前面泊地の静穏性が向上し、

　　岸壁稼働率の向上に寄与している。

　●本事業の実施により、地震時の津波や高潮・高波から陸域が守られることとなり、
津波被害、浸水被害の軽減が図られている。



１５

６．事後評価のまとめ

（１）事業の評価　

　　常陸那珂港外港地区防波堤整備事業は、事業完了後一定期間が経過したた
　め、事後評価を行った。

・海上及び陸上輸送費用の削減効果があり、費用対便益分析の結果、Ｂ／Ｃ
　　　は１．９の効果がある。

　　・トラックによる輸送が発生しないことから、交通負荷・環境負荷を軽減できる。

　　・公共ふ頭前面泊地の静穏性が向上し、岸壁稼働率の向上に寄与する。

　　・津波被害、浸水被害の軽減が図られている。

　　　以上のことから、事業実施の効果があったことが確認された。



１６

（２）今後の事業評価の必要性及び改善措置の必要性

　　　・本プロジェクトは、輸送の効率化及び環境負荷の軽減に効果を発揮しており、総
合的に評価すると、エネルギー基地としての機能を果たしており、事業効果が発揮
されていると判断され、今後の事業評価及び改善措置の必要性は無いと考える。

　　　　

（３）同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

　　　・現段階においては、事業の効果が適切に評価されているが、今後供用見込みの
施設の供用が遅れた場合などの需要等不確定な部分がある場合の便益や費用
の増減を考慮して評価するという手法について、今後検討の余地があると考える。
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